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1. はじめに 
1.1 研究の背景 
将来予測されている航空交通量の増加に対応するべく，各国・地域の航空交通管理に関す
る長期ビジョン 1~3)では，時間を基準とした運航管理の導入が検討されている．そして，混
雑空港への到着交通流を安全かつ効率良く処理するための運航コンセプトとして，到着管
理が挙げられる．到着管理の基本的なコンセプト 4,5)では，管制官は各航空機の予測到着時
刻（Estimated Time of Arrival，ETA）に基づき，滑走路端や低高度のウェイポイント等，目
的空港近傍の特定の一地点の到着時刻を決定し，各航空機がそれらを遵守するよう誘導す
ることが想定されている(図 1.1 参照). この時の到着時刻の決定方法や到着時刻を遵守する
ための誘導方法 6~21)，それらの支援システム 22,23)に関してこれまで多くの研究が行われ，ま
た実機や Human-In-The-Loop による試験 24~26)が行われてきた． 
一方，到着管理の運航効率は管制官による誘導が行われる以前の，巡航中の交通流の状態
にも依存することが予想される．つまり，交通量の増加や巡航交通流のばらつきの増加が生
じれば，交通流内の各航空機の運航コストが増加することが容易に予測される． 
 
図 1.1 . 基本的な到着管理の概念 
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1.2 本研究の目的 
 過去の研究においては，様々なアルゴリズムや支援システムの評価のために，現在の実際
の交通流 17,18)や，数機からなる小規模の交通流 6~8,14,16,18~20)，最高密度の交通流 13,21)を想定し
た試験やシミュレーションが行われることが多い． 
これに対して本研究では，羽田空港に西から飛来する航空機を対象に, 巡航交通流の交通
状態が到着管理の運航効率に対して及ぼす影響について特に着目する．巡航交通流が到着
管理に及ぼす影響を正確に評価するため, 到着管理における到着時刻決定には, 各航空機
が先行する航空機からある一定以上の時間間隔を確保するという最も基本的なアルゴリズ
ム 4,5)を適用する. そして, 各航空機がこのアルゴリズムに従いながら, 交通流全体のコスト
を最小化する飛行時間で飛行する最適な交通流を想定する. 降下段階での交通流が最適な
ものであれば, 巡航段階での交通状態が到着管理に及ぼす影響を純粋に評価することがで
きる. さらに, 実運航データを加工して, あらゆる交通状態の巡航交通流を生成したシミュ
レーションを行う. 
 
1.3 本論文の構成 
 第 2 章では, 今回の解析に使用した各種データの概要を述べた. まず, 実際の運航データ
は国土交通省によって提供されている CARATS オープンデータを用いた. さらに, 気象の
情報は気象庁から提供されるメソ数値気象予報モデル Meso Scale Model（MSM）の実測値
を使用した. また, 航空機の力学モデルには Eurocontrol Experimental Centre が提供する Base 
of Aircraft Data Ver.3（BADA）28)によって定義されるモデルを用いた.  
第 3 章では, 降下段階における交通流の説明を行った.  
第 4 章では, あらゆる交通状態の巡航交通流を生成する方法を述べた.  
第 5章では, 巡航交通流の交通状態や到着管理の運航方式が, 到着管理の運航効率にどの
ような影響を与えるかを評価した. 
第 6章では, 以上の章で得られた結果を総括した. 交通量が増加しても巡航交通流の時間
管理精度を向上させることで, 到着管理の運航効率の低下を抑制できることを明らかにし
た. 
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2. 使用データ 
2.1 CARATS オープンデータ 
 CARATS オープンデータとは, 2015 年 2 月から国土交通省航空局が提供を開始したデー
タのことである. これには, 日本上空を飛行する航空機情報（時刻, 仮想便名, 緯度, 経度, 
高度, 型式）が約 10 秒間隔で格納されている. 本研究では, このデータを使用して羽田空港
に西から飛来する航空機を対象に解析を行った. 図 2.1 にある一日の西方面から羽田空港に
到着する航空機の軌跡を示す.  
 
 
図 2.1 . 西方面からの交通流の軌跡 
 
 さらに, 到着管理における巡航交通流の時間管理の効果を明らかにするために, 図 2.2 の
赤線で示される範囲の降下交通流について解析を行った. これは, 羽田空港に西から飛来
する航空機が通過するウェイポイントADDUMから半径 310[km]の範囲となっており, この
距離は, ADDUM 合流地点から羽田空港に到着する航空機が到着管理を開始する T09 セクタ
ー入域点までの距離を示す.   
 
 
図 2.2 . 解析対象の交通流 
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2.2 メソ数値気象予報モデル 
 メソ数値気象予報モデル(MSM)とは気象庁が提供する数値モデルのことである.  日本周
辺の大気を水平方向に 5[km]メッシュ, 鉛直方向に 50 層で格子化してシミュレーションを
行う数値予報モデルである. 天気図に表れないような局地的で寿命の短い気象現象を把握
できることが特徴で, 気圧面での気象予測を 3 時間間隔で最大 39 時間先まで提供している. 
(表 2.１参照)  
 本研究では予報値は使わずに 3 時間毎・約 10[km]間隔の格子点上の実測地を取得し, 
CARATS オープンデータと照らし合わせて 10[s]間隔に線形補間した. これにより, 任意の
時間・場所での風と気圧, 気温を取得している.  
 
表 2.1  MSM の概要 (気圧面) 
要素 
海面更正気圧，地上気圧，風（東西成分，南北成分），気温，相対湿度， 
時間降水量，雲量（全雲量，上層雲，中層雲，下層雲） 
初期値 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC (1 日 8 回) 
予報時間 39 時間（地上：3 時間間隔） 
データ形式 国際気象通報式 FM92 GRIB 二進計格子点資料気象通報式（第 2 版） 
配信領域 北緯 22.4 度～47.6 度，東経 120 度～150 度 
格子系 等緯度等経度，0.1 度×0.125 度（格子数 253×241） 
 
 
図 2.3 . MSM の気温データ 
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2.3 各緒量の算出方法 
2.3.1 航空機の力学モデル 
 本研究では, 航空機を質点モデルとして考えており, 航空機モデルのエネルギー保存則
は式 (1) によって与えられる. 本研究では, BADA で定義される航空機の力学モデルを使用
した. 航空機の型式による翼面積などの緒元についても BADA を参照する.  
CARATS オープンデータ（2.1 節参照）から取得した位置や時間, 機種のデータと MSM
から取得した風や気圧, 気温の情報をもとに速度を算出した. さらに, 推力を求めるために, 
BADA に記されている Total-Energy Model（式(1)）を用いた.   
 
(𝑇ℎ𝑟 − 𝐷)𝑉𝑇𝐴𝑆 = 𝑚𝑔
𝑑ℎ
𝑑𝑡
+ 𝑚𝑉𝑇𝐴𝑆
𝑑𝑉𝑇𝐴𝑆
𝑑𝑡
 (1) 
  
Thr ：推力 [N] 𝑚 ：機体質量 [𝑘𝑔] 
𝐷 ：抗力 [N] 𝑔 ：重力加速度 [𝑚/𝑠2] 
𝑉𝑇𝐴𝑆 ：真対気速度 [𝑚/𝑠] ℎ ：高度 [𝑚] 
 
2.3.2 推力の推定式 
ここからは, 式(1)の推力を求めるために使用する抗力と真大気速度について述べる. 抗
力𝐷は以下の式(2)のように表すことができる. 𝑥の方向は経度と平行の関係である.  
 
𝐷 =
1
2
𝜌𝑉𝑇𝐴𝑆
2𝑆𝐶𝐷 (2) 
𝐶𝐷 = 𝐶𝐷0 + 𝐶𝐷2𝐶𝐿
2 (3) 
𝐶𝐿 =
2𝑚𝑔 cos 𝛾
𝜌𝑉𝑇𝐴𝑆
2𝑆
 (4) 
γ = atan (
𝑑ℎ
𝑑𝑥
) (5) 
  
𝐶𝐷 ：抗力係数  𝜌 ：空気密度 [𝑘𝑔/𝑚
3] 
𝐶𝐷0 ：有害抵抗係数  𝑆 ：翼面積 [𝑚
2] 
𝐶𝐷2 ：誘導抵抗係数 𝛾 ：経路角 [𝑟𝑎𝑑] 
𝐶𝐿 ：揚力係数   
 
なお, 各係数と翼面積は BADA によって与えられた機種毎の定数を用いた. 
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さらに, 空気密度などの大気の状態を求めるために, MSMから得た気温と式(6)～(10)を用
いた.  
 
𝑃 = 𝑃0 (
𝑇 − 𝛥𝑇
𝑇0
)
−(
𝑔
𝛽𝑇𝑅
)
 (ℎ < ℎ𝑡𝑟𝑜𝑝) (6) 
𝑃𝑡𝑟𝑜𝑝 = 𝑃0 (
𝑇𝑡𝑟𝑜𝑝 − 𝛥𝑇
𝑇0
)
−(
𝑔
𝛽𝑇𝑅
)
 (ℎ = ℎ𝑡𝑟𝑜𝑝) (7) 
𝑃 = 𝑃𝑡𝑟𝑜𝑝 exp (−
𝑔
𝑅𝑇𝑡𝑟𝑜𝑝
(ℎ − ℎ𝑡𝑟𝑜𝑝)) (ℎ > ℎ𝑡𝑟𝑜𝑝) (8) 
𝜌 =
𝑃
𝑅𝑇
  (9) 
𝑉𝑎 = √𝜅𝑅𝑇 (10) 
  
T ：気温 [K] 𝑃 ：気圧 [𝑃𝑎] 
ℎ ：高度 [𝑚] 𝜌 ：空気密度 [𝑘𝑔/𝑚3] 
𝑉𝑎 ：音速 [𝑚/𝑠]   
 
このとき, 𝛽𝑇[𝐾/𝑚]は気温低減率，𝑅[𝑚
2/(𝐾𝑠2)]は気体定数，𝜅は比熱比を示し，全て定数
である．また，添字の 0 は標準大気の対流圏界面, 𝑡𝑟𝑜𝑝は海面上の値, 𝛥 は標準大気から
の差を表す．標準大気における諸元を表 2.2 に示す． 
 
表 2.2 . 標準大気における諸元 
定数 値 
𝑇0[𝐾] 288.15 
𝑃0[𝑃𝑎] 101325 
ℎ𝑡𝑟𝑜𝑝[𝑚] 11000 
𝛽𝑇[𝐾/𝑚] -0.0065 
𝑅[𝐽/(𝑘𝑔 ∗ 𝐾)] 287.05 
𝜅 1.4 
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 真対気速度（TAS：True Air Speed）は, CARATS オープンデータから得ることができる緯
度, 経度を用いて対地速度（GS：Ground Speed）を算出し, その値と MSM から得た風ベク
トルの差によって求めた. (式(11)参照) 
 
𝑉𝑇𝐴𝑆 = 𝑉𝐺𝑆 − 𝑉𝑤𝑖𝑛𝑑 (11) 
  
𝑉𝑇𝐴𝑆 ：真対気速度 [𝑚/𝑠] 𝑉𝑤𝑖𝑛𝑑 ：風速 [𝑚/𝑠] 
𝑉𝐺𝑆 ：対地速度 [𝑚/𝑠]   
 
2.3.3 燃料消費量の推定式 
 BADA モデルによって定義されている機種ごとの係数（𝐶𝑓1～𝐶𝑓4 , 𝐶𝑓𝑐𝑟）を使って燃料消
費量を求める. 最小燃料, 標準状態, 巡航状態での燃料流量は以下の式により求まる. 降下
状態での燃料流量は𝑓𝑐𝑟と𝑓𝑚𝑖𝑛のうち, 大きい値を用いる.  
 
𝑓𝑛𝑜𝑚 = 𝜂 × 𝑓𝑇 (12) 
𝜂 = 𝐶𝑓1 × (1 +
𝑉𝑇𝐴𝑆
𝐶𝑓2
) (13) 
𝑓𝑐𝑟 = 𝐶𝑓𝑐𝑟 × 𝑓𝑛𝑜𝑚 (14) 
𝑓𝑚𝑖𝑛 = 𝐶𝑓3 × (1 −
ℎ
𝐶𝑓4
) (15) 
  
𝑓𝑛𝑜𝑚 ：燃料流量 (標準状態)  𝜂 ：燃料流量係数 [𝑘𝑔/(𝑚𝑖𝑛 ⋅ 𝑘𝑁)] 
𝑓𝑐𝑟 ：燃料流量 (巡航状態)  𝑓𝑚𝑖𝑛 ：最小燃料流量  
 
2.3.4 真対気速度 (TAS) と較正大気速度 (CAS) の関係 
本研究では, 降下経路のシミュレーション（第 3 章, 3.1 節）において CAS（＝IAS）の指
定を行う. そのため BADA モデルで示される TAS から CAS への変換式を使うことによっ
て CAS を求めた.  
 
𝑉𝐶𝐴𝑆 = [
2
𝜇
𝑃0
𝜌0
{(1 +
𝑃
𝑃0
[(1 +
𝜇
2
𝜌
𝑃
𝑉𝑇𝐴𝑆
2)
1
𝜇
− 1])
𝜇
− 1}]
1
2
 (16) 
𝜇 =
𝜅 − 1
𝜅
 (17) 
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2.3.5 運航コストについて 
 本研究では, 運航コストを燃料消費量にコストインデックス（CI：Cost Index）と飛行時間
の積を足し合わせたものと定義した. (式(18)参照) 
𝐽 = ∫ 𝜇 (𝑡)𝑑𝑡
𝑡
0
+ 𝐶𝐼 × 𝑡       (18) 
  
𝐽 ：運航コスト [𝑘𝑔] 𝜇  ：燃料流量 [𝑘𝑔/𝑠] 
𝑡 ：飛行時間 [𝑠] 𝐶𝐼 ：コストインデックス 
 
CI は以下の式(19)で表される 10) 
𝐶𝐼 =
𝑇𝑖𝑚𝑒 𝐶𝑜𝑠𝑡 [
$
ℎ𝑟]
𝐹𝑢𝑒𝑙 𝐶𝑜𝑠𝑡 [
𝑐𝑒𝑛𝑡𝑠
𝑙𝑏 ]
 (19) 
  
Time Cost ：航空機に関わる人件費, 航空機のリース料, メンテナンスコストなど 
Fuel Cost ：燃料の輸送コスト, 原油価格など 
 
本研究でのコストインデックスは, 実際の航空社会で一般的に用いられている 0.5 という
値を用いた.  
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3. 降下段階における最適な交通流について 
本研究では, 降下段階における最適な交通流を想定するうえで, 各航空機の最適軌道と
最適な飛行時間について特に着目した. 3.1 節では最適な飛行軌道について説明し, 3.4 節で
は最適な飛行時間決定の方法について述べる.  
3.1 任意の飛行時間における航空機の最適軌道について 
 以下の図 3.1 に, 航空機が実際の運用上で飛行する降下段階での標準的な軌道を示す.  
 
 
図 3.1 . 降下段階における標準的な軌道 
 
現在の航空交通における航空機の降下段階での標準的な軌道が図 3.1 である. なお, この
降下経路における高度と速度についての初期値は, 実際の運航での値を用いるため, 巡航
Ma 数へと加減速を行うために速度移行区間を設けた. さらに, 全ての航空機は ADDUM 
地点で 10000[ft]未満の高度において 230[kt]未満の速度で飛行しなければならない. この
要求を満たすために減速飛行区間を設定した. 
また, 各航空機が合流地点 ADDUM(10000[ft])から 310[km]の位置に到達した地点から
到着管理を開始する交通流を想定する．  
さらに, BADA モデルを用いて導いた燃料消費量を最小化するような最適軌道を求める. 
その最適化手法として, 本研究では逐次二次計画法(SQP 法)30)を用いた.  
本研究における, 設計変数は巡航マッハ数, 降下時の指示大気速度(IAS), 高度履歴とし
た. また, 不等式制約条件として推力, IAS, 加速度の上限および下限，高度上限を扱い, 等
式制約条件として飛行時間を与えた. さらに, 局所解の可能性を排除するためにマルチス
タート法を使用して最適化を行った. この最適化計算によって, 各航空機の最適な燃料消費
曲線を求めた. その結果を図 3.2 に示す.  
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図 3.2 . 最適な燃料消費曲線について 
 
 まず, 図 3.2 の最短飛行時間における最小燃料の求め方について説明する. 初めに, 目的
関数に飛行時間を与え, 飛行時間を最小化するような最小化問題を解く. これにより各航
空機の最短飛行時間が求まる. 次に, 目的関数に燃料消費量を与え, 等式制約条件として各
機体の最短飛行時間を用いることで, 各機体の最短飛行時間における最小燃料を求めた. 
さらに, 最小燃料飛行時間を求める際には制約条件に前述した不等式制約条件のみを与
えて, 燃料消費量を最小化するよう最適化問題を解いた.  
また, 図 3.2 に示されるように, 任意の飛行時間をさかいに燃料消費曲線が曲線から直線
へと変化していることがわかる. これは, 単位時間当たりの燃料消費量を評価することで, 
どの飛行段階において飛行時間を調整すれば最適な燃料で飛行できるかということについ
て考えたからである.  
まず, 降下段階で飛行時間の調整を行ったほうが燃料消費を抑えられる場合, 各機は降
下段階で速度調整を行い, 飛行時間を延長する. 一方で, 巡航段階で飛行時間の調整を行う
場合は, 迂回を行うことによって飛行時間を調整するという交通流を作成し, 燃料消費曲
線を求めた.  
これらの解析を行って生成した最適軌道と, 実際の運航における軌道の比較を図 3.4～3.6
に示す. さらに, この最適軌道を求める際に利用した変数と各種条件を表 3.1 と図 3.3 に示
す.   
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表 3.1. 最適化に用いる各種条件 
最適化手法 逐次二次計画法 (SQP 法) 
設計変数 
巡航 Ma 数 
降下時の CAS 
高度履歴 
不等式制約条件 
推力, CAS, 加速度の上限と下限 
高度上限 
等式制約条件 飛行時間 
前提条件 
CAS = 230[kt]未満 (ADDUM：10000[ft]) 
巡航 Ma 数：一定 
降下時の CAS：一定 
飛行距離：310[km] 
目的関数 燃料消費量 
初期値 
巡航 Ma 数：Ma = 0.78 
降下時の CAS： CAS = 250 [kt] 
高度履歴：図 3.3 
 
 
図 3.3 . 高度履歴 (初期値) の一例 
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図 3.4 . 各軌道での飛行距離に対する飛行高度 
 
 
図 3.5 . 各軌道での飛行経路 
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図 3.6 . 各軌道での飛行距離に対する CAS と Ma 数 
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3.2 燃料消費曲線から運航コスト曲線への変換について 
SQP法を用いた最適化によって得られた最小燃料曲線の一例を図3.6の上図に示す. また, 
この最小燃料曲線と(18)式を用いて運航コスト曲線を求めた. その一例を図 3.6 の下図に示
す.  
 
図 3.6 . 燃料消費曲線と運航コスト曲線の一例 
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3.3 到着管理での基本的な飛行時間決定方法について 
 ここでは, 到着管理の飛行時間決定手法の基本的なコンセプトについて説明する. 以下
の図 3.7 に基本的な飛行時間決定手法のアルゴリズムの詳細を示す.  
 
 
図 3.7. 到着管理における基本的な飛行時間決定手法 5) 
 
 まず, 管制官は各航空機が降下開始点に到着する前に各機のADDUM合流地点到着時刻を
把握し, ADDUM に到着する順番に並び替えを行う. 次に, 各機が ADDUM で前方機と必要
最低限の時間間隔を確保できるように飛行時間を延長し, 到着時刻を決定する.  
 ただし, 本研究では ADDUM に到着する時刻を予測するときに最短飛行時間を基準とす
る場合を考慮した.  
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3.4 最適な飛行時間決定方法について 
現在の航空交通において, 到着管理を行う航空機は先行する航空機との安全間隔を確保
しなければならない. そこで本研究では, 先行する航空機と合流地点 ADDUM において最
小限の安全間隔である 120 [sec]を確保するというアルゴリズムに従った交通流を考えた.  
降下段階における最適な交通流を形成するためには, 交通流全体の運航コストが最小と
なるように各航空機の飛行時間を決定しなければならない. 例えば, ある連続した 3 機の航
空機の交通流の運航コストを最小化するように飛行時間を決定するアルゴリズムを考える. 
このとき, 図 3.8 に示すように各航空機に対して 1 本ずつ計 3 本の運航コスト関数が得られ
る. この 3 機の航空機に対して合流地点 ADDUM に到着する順番に 1, 2, 3 の番号を振り, そ
れぞれの飛行時間を 𝑡1 , 𝑡2 , 𝑡3 とし，飛行時間に対応した運航コストを𝐶1 , 𝐶2 , 𝐶3とする. 
さらに, この 3 機の航空機は合流地点において先行する航空機と最小限の安全間隔を確保
する必要がある. 図 3.8ではこの最小限の時間間隔を Δ𝑡𝑚𝑖𝑛 と表す. この 3機の運航コスト
の総和の最小値を求める事は, 合流地点で最小限の安全間隔を確保しながら交通流全体の
運航コストが最小となるように各航空機の飛行時間を求めることと同じである. この最適
化に関しては表 4.2 に示す条件を用いた.  
このアルゴリズムにしたがって交通流全体の運航コストが最小となるように各機の飛行
時間を決定し, 降下段階における最適な交通流を形成した. この最適な交通流を形成する
ための詳細なアルゴリズムについては次節で説明する.  
 
 
図 3.8. 最適な飛行時間決定方法について 
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交通流全体の運航コストを求める式を以下に示す.  
 
𝐽 = ∫ 𝜇 (𝑡)𝑑𝑡
𝑡
0
+ 𝐶𝐼 × 𝑡       (再掲) 
𝐽𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = ∫ 𝐽(𝑛)𝑑𝑛
𝑛
1
= 𝐽(1) + 𝐽(2) + ⋯ + 𝐽(𝑛) (20) 
  
𝐽𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ：交通流全体の運航コスト [𝑘𝑔] 𝑛 ：機体数 
 
表 4.2. 最適な飛行時間決定手法について 
最適化手法 逐次二次計画法 (SQP 法) 
設計変数 各機の飛行時間 
不等式制約条件 
最短飛行時間 
ADDUM での時間間隔 (120[sec]) 
目的関数 交通流の全体の運航コスト 
前提条件 予測した ADDUM 到着時刻順を遵守 
初期値 
最短飛行時間 
最小コスト飛行時間 
準最適な飛行時間 
 
本研究では, 最適な飛行時間を決定する際に SQP 法を使用した. このとき, 不等式制約条
件として各航空機が最短飛行時間よりも早い飛行時間で飛行できないような条件と , 
ADDUM において各機が最小限の時間間隔を確保できるような条件を与えた.  
次に, 初期値として各機の最短飛行時間と最小コスト飛行時間, 準最適な飛行時間を与
えた. この準最適な飛行時間とは, 最短飛行時間と最小コスト飛行時間で飛行する航空機
が混在した交通流に対して, 再び飛行時間の調整を行うことで生成した. この飛行時間の
調整は, ADDUM で前後機と 120 秒以上の時間間隔を確保している機体に対してのみ行い, 
コストが減少するように飛行時間の延長や短縮を行うことで交通流全体の運航コストを削
減させ, 準最適な飛行時間を求めた.  
さらに, 各航空機の ADDUM 到着順に関しては , 初期値で与えた飛行時間を用いて
ADDUM 到着時刻を予測し, 到着順に並び替えを行ったときの順番で固定した. これは最適
化計算の途中で各機が順番の並び替えを行わないということを意味しており, 到着管理を
行う際の基本的なアルゴリズムに則った到着時刻決定手法である.   
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3.5 理論上最適な降下交通流について 
 降下段階における最適軌道と最適な飛行時間決定方法を提案し, 最適な降下交通流を再
現した. ここからは, この最適な交通流を再現するための詳細について説明する.  
 この交通流の時間決定手法の詳細を図 3.9 に示す. 図 3.9 から分かるように, 今回想定し
た最適な降下交通流では, 各機が降下開始点に到着した時点で, 各機の運航コスト曲線が
既に求まっている状況を想定した. そのため, このコスト曲線から各機体が ADDUM 合流
地点で最小限の時間間隔を確保しつつ, 交通流全体の運航コストを最小化するような飛行
時間を求めることができる. これによって, 各機体の到着時刻と降下開始点から ADDUM
合流地点までの飛行時間がわかり, 降下開始点への最適な到着時刻が決定される.  
 しかし, 実際の運航では, このような到着管理の時間決定手法は不可能である. なぜなら, 
管制官やパイロットは各機体の質量やコストインデックスなどの値を知りえないため , 降
下開始点において各機のコスト曲線の情報を入手できないからだ. そのため, この最適な
降下交通流とは, 運用上は実現不可能な交通流であるが, 理論上は実現可能な運航コスト
の最小解を示している. 本研究で想定する巡航区間での時間管理による到着管理のコスト
とこの最小値を比較することで, 巡航交通流が到着管理の効率に与える影響を評価した.  
 
 
図 3.9. 理論上最適な交通流の時間決定方法 
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4. 交通状態について 
本研究では, 実運航データを加工することによって, あらゆる交通状態の交通流を生成
した. この章では, 交通量と巡航区間での時間管理という交通状態をどのように模擬した
かについて述べる. また, 本研究では 2016 年奇数月, 月曜日のデータを用いて, 各交通状態
における到着管理の運航効率を評価した.  
 
4.1 交通量増加について 
 本研究では, 交通量の増加を模擬するため, 実運航データにおける航空機の時間間隔を
縮小したデータを生成した. その模式図を図 4.1 に示す. 航空機の時間間隔を縮小する事は
すなわち, 単位時間当たりの航空機の数を増加させることと同義であるため, 解析対象と
なる航空機の数は交通量の倍率によらず同じである. 交通量が増加した交通流の時間間隔
を以下の式を用いて導いた.  
 
𝑇𝑖𝑛𝑐 =  𝑇𝑎𝑐𝑡  × 𝛼 (21) 
  
𝑇𝑖𝑛𝑐 ：交通量増加の交通流における時間間隔 
𝑇𝑎𝑐𝑡 ：実際の交通流における時間間隔 
𝛼 ：作成したい交通量倍率の逆数 
 
 
図 4.1 . 交通量増加の模擬 
 
本研究では交通量を 1.2 倍まで増加させた場合について解析を行う.  
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4.2 巡航交通流の時間管理について 
 本研究では, 巡航区間での時間管理を模擬するため, 実際の交通流における降下開始地
点での時間間隔の平均からの標準偏差を変化させる. その模式図を図 4.2 に示す.  
 
図 4.2 . 時間管理精度向上の模擬 
 
 まず, 巡航区間である程度の時間管理が行われることを想定し, 実際の運航における着
陸直前の地点(高度 3000[ft])に航空機が到達した時の時間間隔を降下開始点での時間間隔と
した. 以下の図 4.3 に示すように, 現在の交通流における降下開始点の時間間隔は図の実線
で示されるような分布となり, 現在の着陸直前の時間間隔は図の破線のような分布となる. 
実際の航空交通では巡航区間で時間管理が行われることはほとんど無く, 航空機が降下開
始点にランダムに到着するような交通流となっている. 一方で, 着陸直前の交通流は現在
の航空交通においても, 高度 3000[ft]に到達するまでにある程度の時間管理が行われる. こ
の着陸直前の分布を降下開始点での時間間隔とすることで, 巡航区間においてある程度の
時間管理が行われた交通流を模擬した.  
次に, 実際の交通流における到着管理の運航コストと 3 章で定義した最適軌道で到着管
理を行った交通流の運航コスト, 降下開始点において着陸直前の時間間隔の分布を用いた
交通流における運航コスト, さらに理論上実現可能な最適な交通流の運航コストの比較を
表 4.1 に示す.  
 
 
図 4.3 . 現在の交通流における各地点での到着間隔ヒストグラム 
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表 4.1 . 各交通流での各時間間隔における到着管理の運航コスト 
交通流 降下開始点での時間間隔 運航コスト [kg/機] 
実運航 ランダム到着 1644 
最適軌道による運航 ランダム到着 1472 
最適軌道による運航 着陸直前 ( 3000 [ft] ) 1374 
理論上最適な交通流 最適 1316 
 
表 4.1 より, 降下開始点に着陸直前の時間間隔分布を用いた交通流の運航コストと, 実運
航のコストを比較すると着陸直前の時間間隔を用いた交通流のほうがコストを 172[kg/機]
程度削減できている. また, 降下開始点にランダムに到着し, 降下段階で最適軌道を用いて
到着管理を行った交通流よりもコストを 98[kg/機]削減できている.  
このことから, 巡航区間で時間管理を行うことによって, 航空機を降下開始点にランダ
ムに到着させた時よりも, 到着管理の運航効率が向上するということが明らかになった.  
また, 理論上最適な交通流の運航コストは 1316[kg/機]である. この運航コストが羽田空
港に西から飛来する航空機が到着管理を行ったときの最小値となる.  
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 次に, 巡航区間での時間管理の精度について考える. この時間管理の精度については降
下開始点での時間間隔のばらつきを変化させることで模擬した.  
 図 4.4 に示すように, 着陸直前での実際の交通流における標準偏差と時間間隔の平均値を
用いて, 平均を固定したまま標準偏差を減少させることで時間管理精度の向上を模擬した. 
（式(22)参照）この標準偏差を実際の運航における着陸直前のσ = 39.3[sec]から 10～30[sec]
の間で 10[sec]ごとに変化させた.  
 
 
図 4.4 . 巡航区間での時間管理を想定した降下開始点への到着間隔ヒストグラム 
 
𝑇𝛼 = (𝑇𝑖𝑛𝑐 − 𝑇𝑎𝑣𝑒)  × (
𝜎𝛼
𝜎𝑜𝑟𝑔
) + 𝑇𝑎𝑣𝑒   (22) 
  
𝑇𝛼 ：作成したい時間間隔  
𝑇𝑖𝑛𝑐 ：任意の交通量における時間間隔  
𝑇𝑎𝑣𝑒 ：実運航における時間間隔の平均  
𝜎𝛼 ：時間管理精度を示す標準偏差 
𝜎𝑜𝑟𝑔 ：実運航における時間間隔の標準偏差 
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5. 解析結果 
この章では, 到着管理の運航効率を理論上実現可能な運航コストの最小値を基準として
評価していく. この最小値に対する運航コストの指標を以下の式(23)で定義する.  
 
𝐼 =   100 ( 
𝐶𝑖
𝐶𝑚𝑖𝑛
− 1) (23) 
  
𝐼 ：最小値に対する運航コストの増加率 [％] 
𝐶𝑚𝑖𝑛 ：理論上実現可能な最小コスト   [kg] 
𝐶𝑖 ：任意の交通流における運航コスト [kg] 
 
5.1 交通状態に対する到着管理の運航効率について 
 この節では, 交通量増加が到着管理の運航効率に与える影響について考える. 標準偏差
は実際の運航における着陸直前の標準偏差 (σ = 39.3[sec] ) のみを用いた. この時の増加
率を図 5.1 に示す. また, 現在の航空交通における実際の運航の増加率を評価し, 各交通流
の増加率と比較を行った.  
 さらに, 巡航交通流での時間管理が到着管理の運航効率に与える影響ついて考える. 実
際の運航における交通量 ( 1.0 倍 ) で巡航交通流の時間管理精度を向上させた時の増加率
を図 5.2 に示す.  
 
 
図 5.1. 交通量増加と増加率について 
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図 5.2. 巡航区間での時間管理精度と増加率について 
 
図 5.1 から分かるように, 運航コストの増加率は交通量が増加するにしたがって大きくな
っていき, 運航効率が悪化していることが分かる. さらに, 交通量が 1.15 倍以上で増加率が
実運航の時の値よりも大きくなり, 実運航における到着管理の運航効率よりも効率が悪化
することが明らかになった.  
また, 交通量が 1.1 倍より小さい交通流における増加率は, それぞれ I = 3.25[％] (交通量：
1.0 倍) , I = 5.21[％] (交通量：1.05 倍) となっており, どちらも約 5[%] 未満の値となってい
る. しかし, 交通量が 1.1 倍以上では増加率が 10[%]以上となってしまい, 交通量の増加が
到着管理の運航効率に対して大きく影響を与えるということが示された.  
次に, 交通量が 1.0 倍のときに巡航区間で時間管理をおこなった場合の増加率を評価した. 
図 5.2 が示すように, 標準偏差の値を減少させ, 巡航区間での時間管理精度を向上させると, 
増加率は小さくなり, 到着管理の運航効率が改善される. さらに, 時間管理の精度をσ = 
10 [sec]まで向上させた場合, 増加率は 1.08[%]まで削減され, 理論上実現可能な最適な交通
流に近い交通流が形成される.  
次の項では, 交通量を増加させた交通流に対しても巡航区間での時間管理を行い, 時間
管理精度を向上させたときに到着管理の運航効率がどのように変化していくのかを解析し
た.  
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5.2 あらゆる交通状態における到着管理の運航効率 
 ここでは, 交通量増加と巡航交通流の時間管理が到着管理の運航効率に与える影響につい
て考える. 交通量を, 1.0 倍, 1.05 倍, 1.1 倍, 1.15 倍, 1.2 倍とし, 巡航交通流の時間管理精度を
表す標準偏差を 39.3[sec], 30[sec] , 20[sec] , 10[sec]とした. この時の増加率を図 5.5, 図 5.6 に
示す. さらに, 現在の航空交通における実際の運航の増加率を評価し, 各交通状態における
増加率との比較を行った.  
 
 
図 5.3. 各交通量における巡航区間での時間管理精度と増加率 
 
 
図 5.4. 各時間管理精度における交通量と増加率 
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図 5.3, 5.4 が示すように, 増加率は交通量の倍率によらず, 降下開始点における時間間隔
の標準偏差が減少するにしたがって, 小さくなっていることが分かる. これは, 交通量によ
らず巡航区間における時間管理精度の向上が運航効率の改善を促すことを示している.  
また, 交通量が 1.15 倍の交通流では, 降下開始点において実運航での着陸直前の時間管
理精度である σ =  39.3[sec] で時間管理を行った場合, 増加率が実際の運航における増
加率よりも大きくなっていたが, 時間管理精度を σ =  20[sec] 程度まで向上させると増
加率が実運航の値より小さくなり, 実運航における到着管理よりも効率の良い到着管理が
可能になる. しかし, 交通量が 1.2 倍の時には時間管理の精度によらず増加率が実運航の値
よりも大きくなっていることから, 交通量が 1.2 倍以上の交通流では, 現在の到着管理より
も効率の良い到着管理は不可能であることが示された.  
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5.3 運航方式が到着管理の運航効率に与える影響 
 ここでは, 交通量を 1.0 倍, 1.1 倍, 1.2 倍とした時の到着管理での運航方式が運航効率に
与える影響について考える. 図 5.5 に示すように最適な飛行時間決定手法を用いて, 到着管
理を行った交通流(Optimization)のコスト増加率を実線で表し, 基本方式で到着管理を行
った交通流(General)のコスト増加率を破線で示した. カッコ内の数字は交通量の倍率を表
す.  
 
 
図 5.5. 各運航方式における時間管理精度と増加率 
 
図 5.5 が示すように, 交通量が 1.0 倍の時には, 巡航区間の時間管理精度の向上によって
得られる便益と運航方式を最適化することによって得られる便益を比較すると, 運航方式
の改善によって得られる便益のほうが大きいことが分かる. これに対して, 交通量が 1.1 倍
以上になると, 運航方式の改善によって得られる便益よりも, 時間管理精度の向上によっ
て得られる便益のほうが大きくなっていることが分かる.  
このことから, 交通量の増加によって失われる便益は運航方式の改善では回復されず, 
時間管理精度の向上によって回復するということが明らかになった.  
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5.4 考察 
 
図 5.6. 運航効率と交通状態の関係 
 
本研究では, 降下段階における実際の運用上で最適な交通流を形成したことによって, 
各航空機が飛行時間の延長や短縮を戦略的に決定できるような交通流を想定した. これに
よって ADDUM 合流地点に交通流全体の運航コストが最小となるような飛行時間で各航空
機が到着できるようになった.  
しかし, 交通量が大きい交通流や, 時間間隔のばらつきが大きい交通流では, 交通流全体
の運航コストが最小化されるように飛行時間を決定しようとしても, 図 5.6 に示されるよう
にほとんどの航空機が飛行時間を延長して飛ぶことになり, 最適な飛行時間から大きく離
れた時間で飛行しなければならない. さらに, この飛行時間の調整量は交通流の後方で大
きくなっていることが分かる. つまり, 交通量が大きい交通流と時間間隔のばらつきが大
きい交通流で遅延が発生, 蓄積すると交通流の後方ほど運航効率が悪化するという共通の
メカニズムが明らかになった.  
これらのことから, 巡航区間における時間管理精度の向上は遅延の発生や蓄積を未然に
防ぎ, 交通量が増加した場合のコスト増加を抑制できることが示された.  
また, 今回の解析における増加率の最小値は交通量が 1.0 倍, 巡航区間での時間管理精度
が σ =  10[sec] のときの交通流で増加率は1.08[%]で, 運航コストは1345[kg/機]であった. 
また, 理論上最適な交通流における運航コストは 1330[kg/機]であり, 最小値との運航コス
ト差は 15[kg/機]となった. これは, 交通量が 1.0 倍で巡航区間での時間管理を正確に行った
交通流であれば, 理論上最適な交通流とほぼ同等の運航効率で到着管理を行うことができ
ることを示している.  
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6. まとめ 
 本研究では，降下段階における最適な交通流を想定し，その運航コストに対して交通流の
交通状態が及ぼす影響を明らかにした．実際の交通流のデータを加工することにより交通
量と巡航区間での時間管理精度を模擬し，各航空機が最適な飛行時間で飛行するような飛
行時間決定手法を用いて，羽田空港へ西から飛平する機体を対象に到着管理のシミュレー
ションを行い, それらの影響を解析した．さらに, 降下段階において理論上最適な交通流を
再現し, 到着管理の運航コストの最小値を求めた.  
まず, 交通状態をパラメータとした運航コスト評価では，交通量のわずかな増加に対して
運航コストが大幅に増加することが分かった. 一方で, 巡航交通流の時間管理精度を向上
させれば, 交通量が増加した状態であっても到着管理の運航効率を大幅に回復できること
が示された. さらに, 交通量増加に対して, 運航方式を改善することよりも巡航区間の時間
管理精度を向上させることによって得られる便益のほうが大きいことが分かった. これに
より, 交通流の交通状態が運航コストを本質的に決定することが示された.  
本研究において交通量の増加を時間間隔の短縮により模擬したように，着陸間隔の短縮
は交通量の減少と同様の効果をもたらす．したがって，将来増加する交通量に対して運航コ
ストを大きく増加させることなく処理するためには，着陸間隔の短縮と，巡航段階での時間
管理が大きく貢献するものと考えられる． 
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